11年２月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）　
消費税廃止各界連絡会
　みなさん、先日国会で、菅内閣になってはじめての党首討論がおこなわれました。
この党首討論で、菅首相があらためて消費税増税に向けた与野党協議を呼びかけたのに対し、自民党の谷垣総裁は、「消費税10％という方向性とスケジュールは共有している」とこたえるなど、民主党も自民党も消費税の増税については、共通の基盤にたっていることが改めて明らかになりました。
　討論のなかで菅首相は、今年４月には社会保障のあるべき姿についての案を提示し、６月には消費税の増税について一定の方向性を示すと表明しました。
　重大なのは、消費税増税が、社会保障財源や国の財政確保のためということが声だかに主張されていることです。

　みなさん、消費税が22年前に導入されたときも、また、97年に税率が５％へと引き上げられたときも、「社会保障のため」「財政再建のため」ということが、政府をはじめ財界や大手マスメディアから叫ばれました。

　ところが、消費税導入後、たとえば、健康保険本人の窓口負担は、１割から３割に引き上げられ、高齢者医療の窓口負担も、月４００円だったものが、毎回１割または３割に引き上げられました。国民年金の保険料は２倍になり、厚生年金保険料の引き上げもおこなわれました。年金の支給開始年齢は60歳から65歳に先延ばしされ、さらには、国民からの保険料収入を目当てに、保険あって介護なしと揶揄される介護保険制度が導入されました。

　財政再建についても、改善されるどころか、国と地方の債務残高（借金）は、膨れ上がり、消費税導入時、２５０兆円台だった債務は、２０１０年度末には、８５０兆円を超える見込みになっています。

　ここには、当時宣伝された消費税増税の目的が、国民に増税を納得させるための偽りの口実であったことが明瞭に示されています。
消費税導入時、財界は政府に法人税の減税を強く要求しました。この間、消費税収入２２４兆円とほぼ同じ２０８兆円もの大企業向け法人税減税が実施されたことをみれば、消費税の導入が、その法人税減税のためであったことは明らかだと思います。
今回、菅首相は、財界や大手マスメディアの叱咤激励を背景に、消費税増税を、ことさら強行に主張しています。その理由は明確です。民主党政権は、11年度税制改正大綱で、財政が大変だといいながら、財界の要求にこたえて、すでに大企業向け法人税の５％引き下げを決定しています。しかし、その財源はいまだ確保できていません。結局、その大企業向け法人税減税の財源を、消費税によってまかなおうというところに本当のねらいがあるのです。
いまでも重い負担にあえぐ国民に、さらなる負担を押し付けて、大企業向け減税の財源を確保しようなどという菅首相のやり方に、私ども消費税廃止各界連は、怒りを込めて抗議し、その撤回を求めます。

　みなさん、税金の集め方、使い道を改革すれば、消費税に頼ることなく、社会保障を充実させ、さらには財政を健全化させることができます。同時に、雇用や取引ルールの確立、農林水産業の再生など、国民が豊かになったと実感できる政治を実現することで、税収増をはかることができると考えます。こうした提案をして、消費税増税に反対している各界連の署名にご協力をお願いします。
